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（目　　　的）
第 1条 　この法律は、飼育動物の診療施設の開設及び管理に関し必要な事項並びに獣医
療を提供する体制の整備のために必要な事項を定めること等により、適切な獣医療の確
保を図ることを目的とする。

（定　　　義）
第 2条 　この法律において「飼育動物」とは、獣医師法（昭和24年法律第186号）第 1条
の 2に規定する飼育動物をいう。

2  　この法律において「診療施設」とは、獣医師が飼育動物の診療の業務を行う施設をいう。
（診療施設の開設の届出）
第 3条 　診療施設を開設した者（以下「開設者」という。）は、その開設の日から10日以
内に、当該診療施設の所在地を管轄する都道府県知事に農林水産省令で定める事項を届
け出なければならない。当該診療施設を休止し、若しくは廃止し、又は届け出た事項を
変更したときも、同様とする。

（診療施設の構造設備の基準）
第 4条 　診療施設の構造設備は、農林水産省令で定める基準に適合したものでなければな
らない。

（診療施設の管理）
第 5条 　開設者は、自ら獣医師であってその診療施設を管理する場合のほか、獣医師にそ
の診療施設を管理させなければならない。

2  　前項の規定により診療施設を管理する者（以下「管理者」という。）が、その構造設備、
医薬品その他の物品の管理及び飼育動物の収容につき遵守すべき事項については、農林
水産省令で定める。

（診療施設の使用制限命令等）
第 6条 　都道府県知事は、診療施設の構造設備が第 4条の基準に適合していないと認める
とき、又は診療施設に関し前条第 2項に規定する事項が遵守されていないと認めるとき
は、その開設者に対し、期間を定めて、その全部若しくは一部の使用を制限し、若しく
は禁止し、又は期限を定めて、修繕若しくは改築を行うべきことその他必要な措置を講
ずべきことを命ずることができる。

（往診診療者等への適用等）
第 7条 　往診のみによって飼育動物の診療の業務を自ら行う獣医師及び往診のみによって
獣医師に飼育動物の診療の業務を行わせる者（以下「往診診療者等」という。）につい
ては、その住所を診療施設とみなして、第 3条の規定を適用する。

2  　第 5条の規定は、農林水産省令で定める診療用機器その他の物品（以下「診療用機器
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等」という。）を所有し、又は借り受けてこれを使用する往診診療者等について準用す
る。この場合において、同条中「診療施設」とあり、及び「構造設備、医薬品その他の
物品の管理及び飼育動物の収容」とあるのは、「診療用機器等」と読み替えるものとする。

3  　都道府県知事は、診療用機器等に関し前項において読み替えて準用する第 5条第 2項
に規定する事項が遵守されていないと認めるときは、その診療用機器等を所有し、又は
借り受けてこれを使用する往診診療者等に対し、期限を定めて、必要な措置を講ずべき
ことを命ずることができる。

（報告の徴収及び立入検査）
第 8条 　農林水産大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、開設
者若しくは管理者に対し、必要な報告を命じ、又はその職員に、診療施設に立ち入り、
その構造設備、業務の状況若しくは帳簿、書類その他の物件を検査させることができる。

2  　農林水産大臣又は都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、往診診療
者等又は前条第 2項において読み替えて準用する第 5条第 2項の管理者に対し、必要な
報告を命じ、又は検査のため診療用機器等、帳簿、書類その他の物件を提出させること
ができる。

3  　第 1項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者
に提示しなければならない。

4  　第 1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈して
はならない。

（国の開設する診療施設の特例）
第 9条 　国の開設する診療施設に関しては、この法律の規定の適用について、政令で特別
の定めをすることができる。

（獣医療を提供する体制の整備のための基本方針）
第10条 　農林水産大臣は、獣医療を提供する体制の整備を図るための基本方針（以下「基
本方針」という。）を定めなければならない。

2  　基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 　獣医療の提供に関する基本的な方向
二 　診療施設の整備及び獣医師の確保に関する目標の設定に関する事項
三 　獣医療を提供する体制の整備が必要な地域の設定に関する事項
四 　診療施設その他獣医療に関連する施設の相互の機能及び業務の連携に関する基本的
事項
五 　獣医療に関する技術の向上に関する基本的事項
六 　その他獣医療を提供する体制の整備に関する重要事項

3  　農林水産大臣は、情勢の推移により必要が生じたときは、基本方針を変更するものと
する。

4  　農林水産大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、獣医事審議
会の意見を聴かなければならない。

5  　農林水産大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公
表しなければならない。
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（都道府県計画）
第11条 　都道府県は、基本方針に即して、農林水産省令で定めるところにより、当該都道
府県における獣医療を提供する体制の整備を図るための計画（以下「都道府県計画」と
いう。）を定めることができる。

2  　都道府県計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 　整備を行う診療施設の内容その他の診療施設の整備に関する目標
二 　獣医療を提供する体制の整備が必要な地域

3  　都道府県計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を定めるよ
う努めるものとする。
一 　獣医師の確保に関する目標
二 　相互の機能及び業務の連携を行う施設の内容及びその方針
三 　診療上必要な技術の研修の実施その他の獣医療に関する技術の向上に関する事項
四 　その他獣医療を提供する体制の整備に関し必要な事項

4  　都道府県は、都道府県計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公
表するとともに、農林水産大臣に報告しなければならない。

（関係団体の協力）
第12条 　都道府県知事は、都道府県計画の達成に資するため必要があると認めるときは、
獣医師が組織する団体、農業者が組織する団体その他の団体に対し、獣医療の提供、研
修の実施その他の必要な協力を求めるものとする。

（設備等の提供）
第13条 　開設者及び管理者は、都道府県計画の達成に資するため、その診療施設の業務に
差し支えない限り、その建物の全部又は一部、設備、器械及び器具をその診療施設に勤
務しない獣医師の診療、研究又は研修のために利用させるように努めるものとする。

（診療施設整備計画の認定）
第14条 　都道府県計画に基づいて診療施設の整備を図ろうとする者は、診療施設の整備に
関する計画（以下「診療施設整備計画」という。）を作成し、これを都道府県知事に提
出して、当該診療施設整備計画が適当である旨の認定を受けることができる。

2  　診療施設整備計画には、次に掲げる事項を記載しなければならない。
一 　診療施設の整備の目標
二 　診療施設の整備の内容及び実施時期
三 　診療施設の整備を実施するのに必要な資金の額及びその調達方法

3  　都道府県知事は、第 1項の認定の申請があった場合において、農林水産省令で定める
ところにより、その診療施設整備計画が、都道府県計画に照らし適切なものであり、か
つ、畜産業の振興に資するための診療施設の整備に係るものであると認めるときは、そ
の認定をするものとする。

4  　前 3項に規定するもののほか、診療施設整備計画の認定及びその取消しに関し必要な
事項は、政令で定める。

（株式会社日本政策金融公庫からの資金の貸付け）
第15条 　株式会社日本政策金融公庫は、株式会社日本政策金融公庫法（平成19年法律第57

号）第11条に規定する業務のほか、前条第 1項の認定を受けた者に対し、畜産業の持続
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的かつ健全な発展に資する長期かつ低利の資金であって当該認定に係る診療施設整備計
画に従って診療施設の整備を実施するために必要なもの（他の金融機関が融通するこ
とを困難とするものであって、資本市場からの調達が困難なものに限る。）のうち農林
水産大臣及び財務大臣の指定するものの貸付けの業務を行うことができる。

2  　前項に規定する資金の貸付けの利率、償還期限及び据置期間については、政令で定め
る範囲内で、株式会社日本政策金融公庫が定める。

3  　第 1項の規定により株式会社日本政策金融公庫が行う同項に規定する資金の貸付けに
ついての株式会社日本政策金融公庫法第11条第 1項第六号、第12条第 1項、第31条第 2

項第一号ロ、第41条第二号、第53条、第58条、第59条第 1項、第64条第 1項第四号、第
73条第三号及び別表第 2第九号の規定の適用については、同法第11条第 1項第六号及び
第12条第 1項中「掲げる業務」とあるのは「掲げる業務及び獣医療法第15条第 1項に規
定する業務」と、同法第31条第 2項第一号ロ、第41条第二号及び第64条第 1項第四号中
「又は別表第 2第二号に掲げる業務」とあるのは「、別表第 2第二号に掲げる業務又は
獣医療法第15条第 1項に規定する業務」と、「同項第五号」とあるのは「獣医療法第15

条第 1項に規定する業務並びに第11条第 1項第五号」と、同法第53条中「同項第五号」
とあるのは「獣医療法第15条第 1項に規定する業務並びに第11条第 1項第五号」と、同
法第58条及び第59条第 1項中「この法律」とあるのは「この法律、獣医療法」と、同法
第73条第三号中「第11条」とあるのは「第11条及び獣医療法第15条第 1項」と、同法別
表第 2第九号中「又は別表第 1第一号から第十四号までの下欄に掲げる資金の貸付けの
業務」とあるのは「、別表第 1第一号から第十四号までの下欄に掲げる資金の貸付けの
業務又は獣医療法第15条第 1項に規定する業務」とする。

（基本方針等の達成のための援助）
第16条 　国及び都道府県は、基本方針及び都道府県計画の達成に資するため、開設者及び
管理者その他の関係者に対する助言、指導その他の援助の実施に努めるものとする。

（広告の制限）
第17条 　何人も、獣医師（獣医師以外の往診診療者等を含む。第二号を除き、以下この条
において同じ。）又は診療施設の業務に関しては、次に掲げる事項を除き、その技能、
療法又は経歴に関する事項を広告してはならない。
一 　獣医師又は診療施設の専門科名
二 　獣医師の学位又は称号

2  　前項の規定にかかわらず、獣医師又は診療施設の業務に関する技能、療法又は経歴に
関する事項のうち、広告しても差し支えないものとして農林水産省令で定めるものは、
広告することができる。この場合において、農林水産省令で定めるところにより、その
広告の方法その他の事項について必要な制限をすることができる。

3  　農林水産大臣は、前項の農林水産省令を制定し、又は改廃しようとするときは、獣医
事審議会の意見を聴かなければならない。
第18条 　削除〔平成 5年11月法律89号〕
（経 過 措 置）
第19条  　この法律の規定に基づき命令を制定し、又は改廃する場合においては、その命令
で、その制定又は改廃に伴い合理的に必要と判断される範囲内において、所要の経過措
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置（罰則に関する経過措置を含む。）を定めることができる。
（罰　　　則）
第20条 　次の各号の一に該当する者は、50万円以下の罰金に処する。
一 　第 6条又は第 7条第 3項の規定による命令に違反した者
二 　第17条第 1項の規定に違反した者
第21条 　次の各号の一に該当する者は、20万円以下の罰金に処する。
一 　第 3条の規定に違反して届出をせず、又は虚偽の届出をした者
二 　第 5条第 1項（第 7条第 2項において準用する場合を含む。）の規定に違反した者
三 　第 8条第 1項若しくは第 2項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、
同条第 1項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、又は同条第 2項の規定
による物件の提出をしなかった者

第22条 　法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人
又は人の業務に関し、前 2条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人
又は人に対しても、各本条の刑を科する。
附　則

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、獣医師法の一部を改正する法律（平成 4年法律第45号。以下「改正
法」という。）の施行の日〔平成 4年 9月 1日〕から施行する。

（経 過 措 置）
第 2条 　改正法による改正前の獣医師法第22条の規定による届出をした者は、第 3条の規
定による届出をした者とみなす。

（家畜改良増殖法の一部改正）
第 3条 　家畜改良増殖法（昭和25年法律第209号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕

（覚せい剤取締法の一部改正）
第 4条 　覚せい剤取締法（昭和26年法律第252号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕

（罰則に関する経過措置）
第 5条 　この法律の施行前にした前条の規定による改正前の覚せい剤取締法の規定に違反
する行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。

（麻薬及び向精神薬取締法の一部改正）
第 6条 　麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕

（薬事法の一部改正）
第 7条 　薬事法（昭和35年法律第145号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕

（薬剤師法の一部改正）
第 8条 　薬剤師法（昭和35年法律第146号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕
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（農林水産省設置法の一部改正）
第 9条 　農林水産省設置法（昭和24年法律第153号）の一部を次のように改正する。
〔次のよう略〕
附　則〔平成 5年11月12日法律第89号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、行政手続法（平成 5年法律第88号）の施行の日〔平成 6年10月 1日〕
から施行する。

（諮問等がされた不利益処分に関する経過措置）
第 2条 　この法律の施行前に法令に基づき審議会その他の合議制の機関に対し行政手続法
第13条に規定する聴聞又は弁明の機会の付与の手続その他の意見陳述のための手続に相
当する手続を執るべきことの諮問その他の求めがされた場合においては、当該諮問その
他の求めに係る不利益処分の手続に関しては、この法律による改正後の関係法律の規定
にかかわらず、なお従前の例による。

（罰則に関する経過措置）
第13条 　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。
（聴聞に関する規定の整理に伴う経過措置）
第14条 　この法律の施行前に法律の規定により行われた聴聞、聴問若しくは聴聞会（不利
益処分に係るものを除く。）又はこれらのための手続は、この法律による改正後の関係
法律の相当規定により行われたものとみなす。

（政令への委任）
第15条 　附則第 2条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関して必要な経
過措置は、政令で定める。
附　則〔平成11年 7月16日法律第87号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、平成12年 4月 1日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、
当該各号に定める日から施行する。
一 　〔前略〕附則第 7条、第10条、第12条、第59条ただし書、第60条第 4項及び第 5項、
第73条、第77条、第157条第 4項から第 6項まで、第160条、第163条、第164条並びに
第202条の規定　公布の日

二～六 　〔略〕
（国等の事務）
第159条 　この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施
行前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行
する国、他の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第161条において「国等の事務」
という。）は、この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により
当該地方公共団体の事務として処理するものとする。

（処分、申請等に関する経過措置）
第160条 　この法律（附則第 1条各号に掲げる規定については、当該各規定。以下この条
及び附則第163条において同じ。）の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定によりされ
た許可等の処分その他の行為（以下この条において「処分等の行為」という。）又はこ
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の法律の施行の際現に改正前のそれぞれの法律の規定によりされている許可等の申請そ
の他の行為（以下この条において「申請等の行為」という。）で、この法律の施行の日
においてこれらの行為に係る行政事務を行うべき者が異なることとなるものは、附則第
2条から前条までの規定又は改正後のそれぞれの法律（これに基づく命令を含む。）の
経過措置に関する規定に定めるものを除き、この法律の施行の日以後における改正後の
それぞれの法律の適用については、改正後のそれぞれの法律の相当規定によりされた処
分等の行為又は申請等の行為とみなす。

2  　この法律の施行前に改正前のそれぞれの法律の規定により国又は地方公共団体の機関
に対し報告、届出、提出その他の手続をしなければならない事項で、この法律の施行の
日前にその手続がされていないものについては、この法律及びこれに基づく政令に別段
の定めがあるもののほか、これを、改正後のそれぞれの法律の相当規定により国又は地
方公共団体の相当の機関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない
事項についてその手続がされていないものとみなして、この法律による改正後のそれぞ
れの法律の規定を適用する。

（不服申立てに関する経過措置）
第161条 　施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以
下この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行
政庁（以下この条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法によ
る不服申立てについては、施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁が
あるものとみなして、行政不服審査法の規定を適用する。この場合において、当該処分
庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行日前に当該処分庁の上級行政庁であった行
政庁とする。

2  　前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であると
きは、当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自
治法第 2条第 9項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。

（手数料に関する経過措置）
第162条 　施行日前においてこの法律による改正前のそれぞれの法律（これに基づく命
令を含む。）の規定により納付すべきであった手数料については、この法律及びこれに
基づく政令に別段の定めがあるもののほか、なお従前の例による。

（罰則に関する経過措置）
第163条 　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例に
よる。

（その他の経過措置の政令への委任）
第164条 　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則
に関する経過措置を含む。）は、政令で定める。

2  　附則第18条、第51条及び第184条の規定の適用に関して必要な事項は、政令で定める。
附　則〔平成11年 7月30日法律第115号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、平成11年10月 1日から施行する。
〔平成11年12月22日法律第160号抄〕
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（処分、申請等に関する経過措置）
第1301条 　中央省庁等改革関係法及びこの法律（以下「改革関係法等」と総称する。）の
施行前に法令の規定により従前の国の機関がした免許、許可、認可、承認、指定その他
の処分又は通知その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の
施行後は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の機関がした
免許、許可、認可、承認、指定その他の処分又は通知その他の行為とみなす。

2  　改革関係法等の施行の際現に法令の規定により従前の国の機関に対してされている申
請、届出その他の行為は、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係法等の施行後
は、改革関係法等の施行後の法令の相当規定に基づいて、相当の国の機関に対してされ
た申請、届出その他の行為とみなす。

3  　改革関係法等の施行前に法令の規定により従前の国の機関に対し報告、届出、提出そ
の他の手続をしなければならないとされている事項で、改革関係法等の施行の日前にそ
の手続がされていないものについては、法令に別段の定めがあるもののほか、改革関係
法等の施行後は、これを、改革関係法等の施行後の法令の相当規定により相当の国の機
関に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならないとされた事項についてそ
の手続がされていないものとみなして、改革関係法等の施行後の法令の規定を適用する。

（従前の例による処分等に関する経過措置）
第1302条 　なお従前の例によることとする法令の規定により、従前の国の機関がすべき免
許、許可、認可、承認、指定その他の処分若しくは通知その他の行為又は従前の国の機
関に対してすべき申請、届出その他の行為については、法令に別段の定めがあるものの
ほか、改革関係法等の施行後は、改革関係法等の施行後の法令の規定に基づくその任務
及び所掌事務の区分に応じ、それぞれ、相当の国の機関がすべきものとし、又は相当の
国の機関に対してすべきものとする。

（罰則に関する経過措置）
第1303条 　改革関係法等の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の
例による。

（政令への委任）
第1344条 　第71条から第76条まで及び第1301条から前条まで並びに中央省庁等改革関係法
に定めるもののほか、改革関係法等の施行に関し必要な経過措置（罰則に関する経過措
置を含む。）は、政令で定める。
附　則〔平成11年12月22日法律第160号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律（第 2条及び第 3条を除く。）は、平成13年 1月 6日から施行する。た
だし、次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。
一 　〔前略〕第1344条の規定　公布の日
二 　〔略〕
附　則〔平成13年 4月11日法律第28号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、公布の日から起算して 2月を超えない範囲内において政令で定める
日から施行する。〔後略〕
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〔平成13年 4月政令172号により、平成13・ 5・ 1から施行〕
附　則〔平成19年 5月25日法律第58号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、平成20年10月 1日から施行する。〔後略〕
（罰則に関する経過措置）
第 8条 　この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ
る。

（政令への委任）
第 9条 　附則第 2条から前条までに定めるもののほか、この法律の施行に関し必要な経過
措置は、政令で定める。

（調 整 規 定）
第10条 　この法律及び株式会社商工組合中央金庫法（平成19年法律第74号）、株式会社日
本政策投資銀行法（平成19年法律第85号）又は地方公営企業等金融機構法（平成19年法
律第64号）に同一の法律の規定についての改正規定がある場合において、当該改正規定
が同一の日に施行されるときは、当該法律の規定は、株式会社商工組合中央金庫法、株
式会社日本政策投資銀行法又は地方公営企業等金融機構法によってまず改正され、次い
でこの法律によって改正されるものとする。
附　則〔平成23年 5月 2日法律第39号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、公布の日から施行する。ただし、第 5条第 1項及び第47条並びに附
則第22条から第51条までの規定は、平成24年 4月 1日から施行する。

（株式会社日本政策金融公庫法等の改正に伴う経過措置）
第50条 　附則第46条の規定の施行前に旧公庫法の規定によりした処分、手続その他の行為
（旧公庫法第64条第 1項第六号に掲げる事項に係るものに限る。）は、この法律の相当規
定によりした処分、手続その他の行為とみなす。

2  　前項に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置は、政令で定める。
（罰則の適用に関する経過措置）
第51条 　附則第 1条ただし書に規定する規定の施行前にした行為に対する罰則の適用につ
いては、なお従前の例による。
附　則〔平成23年 8月30日法律第105号抄〕

（施 行 期 日）
第 1条 　この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕
（罰則に関する経過措置）
第81条 　この法律（附則第 1条各号に掲げる規定にあっては、当該規定。以下この条にお
いて同じ。）の施行前にした行為及びこの附則の規定によりなお従前の例によることと
される場合におけるこの法律の施行後にした行為に対する罰則の適用については、なお
従前の例による。

（政令への委任）
第82条 　この附則に規定するもののほか、この法律の施行に関し必要な経過措置（罰則に
関する経過措置を含む。）は、政令で定める。
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